
　「百貨店を科学する」を合言葉に、グループ内、事業内のあらゆる単位において、「売上高」だけではなく、「収益性」や「生産性」まで

把握できるよう分析し、より効率的に経費を使用できる体制をとることで、百貨店の事業構造を再設計していきます。

• MDバランス基準
• ROE基準と接合した店舗別投資基準

• 業務内製化のレギュレーション

• エムアイカード獲得コストの最適化
• 顧客PLによるコスト投下目的の再定義

• 売上高要員基準
• 直間比率基準（9：1）
• 販管費率レギュレーション
• 宣伝比率レギュレーション

“高感度上質”戦略

“連邦”戦略

“個客とつながる”CRM戦略

収支構造改革

収益性を最大化

生産性を最大化

◉ 百貨店の再生を加速させる「百貨店の科学」を進化 方 向 性

◆百貨店の科学

百貨店の科学戦略適合 収益性と生産性の最大化

「百貨店の科学」の
目的と役割

1. コスト構造改革と百貨店事業構造の再設計により生産性を上げ利益を最大化
2. 自社の全ての活動を科学的視点で可視化し、戦略適合した基準（運用指標）を設定
3. 戦略実行フェーズにおいて、全従業員が基準を理解し、経営マインドを持ち日々の行動を変容

重点戦略 ≫ 科学の視点による事業改革

　岩田屋本店・岩田屋久留米店・福岡三越の3店舗を運営する岩田屋三越では、店舗ごとに機能を持ち、「場」ごとに人員を

配置する従来型の店舗運営から、複数店舗を一元管理し、重複する機能を集約した組織体制に変更し、担当する範囲と業

務の幅を広げる「マルチタスク運営」を強力に推進することで、1人当たりの生産性を上げ、創出した人財を収益に直結する

業務に配置転換する組織要員改革により、収益改善を実現しました。

　2023年4月から、札幌丸井三越がコンタクトセン

ター事業（お客さまからの電話やメールでの問い合

わせに対応する業務）を立ち上げ、三越伊勢丹の業

務委託を開始しました。外部企業に業務を委託する

のではなく、高い接遇レベルを有するグループ内従

業員をコンタクトセンターという顧客接点部門に配

置することで、サービスの充実化を図り、グループ全

体での収益向上につなげる組織要員改革に取り組

んでいます。

主な取り組み

項目 2018年度
総額売上高比率

2022年度
総額売上高比率 備考

固定費
人件費 8.0%

7.2%
（△ 0.8%）

•要員効率化
•業務内製化

外部委託費 3.2%
2.6%

（△ 0.6%）
•業務見直し
•業務内製化

変動費 宣伝費 1.3%
0.7%

（△ 0.6%）
•マス訴求から
  個別訴求にシフト

「百貨店の科学」 主な取り組み

❶ 収支構造改革 •費用対効果の最大化

❷ 組織要員改革 •要員のマルチタスク化

❸ 店舗構造改革 •MDバランスの最適化

◉ 科学の視点による販売管理費の削減と要員数の適正化で事業構造を再設計方 向 性

2018年度実績 2022年度実績
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販売管理費の推移

・「百貨店の科学」の視点による経費コントロールにより、営業利益を確保
・固定費の削減、変動費の機動的なコントロールを継続的に推進し、収益構造を改善

・既存百貨店ビジネスモデルの脱却に向け
 「百貨店の科学」を三越伊勢丹より先行着手
・2023年度は、地域事業会社へ本格的に展開

▼2023年4月に開設した札幌丸井三越にある
三越伊勢丹のコンタクトセンター

●岩田屋三越の天神エリアのマルチタスク体制（イメージ図）

●組織要員改革のステップ

組織や役割の壁を取り払い、店頭業
務の集約、後方部門業務のスリム化、
ルールの見直しなどを行うことで、

「場」ごとに人員配置するのではな
く、店舗全体を一体運営とし、従業員
1人が担うことができる業務の範囲を
広げる（1人N役）ことで「マルチタスク
運営」を実現し、人財を創出します。

STEP
1 業務効率化

STEP１の実現を通して創出した人
財を、これまで外部に一部委託して
いた物流業務やレジ打ち業務などに
配置するほか、ギフト受注など季節に
応じて繁閑が発生する業務に対して
も、柔軟に必要な人員を効率的に配
置することが可能になります。

STEP
2 業務の自主化

グループ内製化

同じく、STEP１の実現を通して創出
した人財を、売上を向上させるため
の部門（営業部などの商品機能や外
商部門）に再配置することで、顧客接
点の強化やお客さまへのサービスの
充実化を図ります。

STEP
3 売上向上に向けた

要員の重点配置

業務効率化を出発点に、人財の最適な要員配置を実現し、生産性の最大化を目指します。
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科学の視点による事業改革
地域百貨店での取り組み❶  岩田屋三越の事例

地域百貨店での取り組み❷  札幌丸井三越の事例
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